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(57)【要約】
【課題】本発明は、複屈折性を利用せずに、明表示を行
うことができる液晶表示装置を提供することを目的とす
る。
【解決手段】第１の基板（１１ａ）と、第２の基板（１
１ｂ）と、反射型偏光板（１６）と、偏光板（１５）と
、第１及び第２の基板間に挟持され、電圧印加によって
、入射光の偏光方向と液晶分子の長軸方向が角度を持っ
て傾く第１のモードと、入射光の偏光方向と液晶分子の
長軸方向が垂直となる第２のモードを有する垂直配向型
の液晶層（１０）とを有し、垂直配向型の液晶層への電
圧印加によって、視認側から視認したときの光透過率が
高い明表示と視認側から視認したときの光透過率が低い
暗表示とを切り替え、垂直配向型の液晶層を前記第２モ
ードに設定して、明表示を行うことを特徴とする液晶表
示装置（１００）。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶表示装置であって、
　第１の基板と、
　第２の基板と、
　前記第１の基板上に配置され、それぞれ直交する第１の透過軸と第１の反射軸とを有し
、及び前記第１の透過軸に平行な振動面を有する直線偏光を透過し且つ前記第１の反射軸
に平行な振動面を有する直線偏光を反射する反射型偏光板と、
　前記第２の基板上に配置され、第２の透過軸を有し、及び前記第２の透過軸に平行な振
動面を有する直線偏光を透過する偏光板と、
　前記第１及び第２の基板間に挟持され、電圧印加によって、入射光の偏光方向と液晶分
子の長軸方向が角度を持って傾く第１のモードと、入射光の偏光方向と液晶分子の長軸方
向が垂直となる第２のモードを有する垂直配向型の液晶層とを有し、
　前記垂直配向型の液晶層への電圧印加によって、視認側から視認したときの光透過率が
高い明表示と視認側から視認したときの光透過率が低い暗表示とを切り替え、
　前記垂直配向型の液晶層を前記第２モードに設定して、明表示を行うことを特徴とする
液晶表示装置。
【請求項２】
　前記偏光板の第２の透過軸を通過して前記垂直配向型の液晶層に入射した外光を前記反
射型偏光板で反射させ、再び前記垂直配向型の液晶層及び前記偏光板外に出射させること
によって明表示を行う、請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記第１の透過軸と前記第２の透過軸とは、ほぼ直交に配置されている、請求項２に記
載の液晶表示装置。
【請求項４】
　さらに、前記反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を有し、
　前記補助光源をＯＦＦさせた状態で、前記垂直配向型の液晶層を前記第２モードに設定
する請求項２又は３に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　さらに、前記反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を有し、
　前記補助光源をＯＮさせた状態で、前記垂直配向型の液晶層を前記第２モードに設定し
、前記補助光源からの光を前記反射型偏光板の第１の透過軸で透過し、前記垂直配向型の
液晶層に入射した光を前記偏光板の第２の透過軸を透過して視認側に出射させることによ
って明表示を行う請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記第１の透過軸と前記第２の透過軸とは、ほぼ平行に配置されている、請求項５に記
載の液晶表示装置。
【請求項７】
　さらに、前記反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を有し、
　前記反射型偏光板と前記補助光源との間に配置され、一部領域の光を吸収する光吸収層
を有する請求項１～６の何れか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
　さらに、前記反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を有し、
　前記反射型偏光板と前記補助光源との間に配置され、可視光領域の一部の光を吸収する
光吸収層を有する請求項１～６の何れか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
　さらに、前記反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を有し、
　前記補助光源には、可視光領域の一部の光を反射する反射層が備えられている、請求項
１～６の何れか一項に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置に関し、特に複屈折を利用せずに、背景の明表示を行うことが
できる液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　メモリ性液晶は、複数の光学的な状態を有し、電圧を印加しなくても特定の状態を維持
し続ける特性（メモリ特性）を有する。したがって、メモリ性液晶を液晶表示装置に用い
た場合、電圧を印加しなくても所定の表示を維持し続けるように制御することが可能であ
る。このような特性を利用し、強誘電性液晶等のメモリ性液晶を用いた表示パネルにおい
て、表示を変更する必要がある部分にのみ走査電極の駆動を行い、表示を変更する必要が
無い部分については走査電極の駆動を行わないように制御することが知られている（例え
ば、特許文献１）。
【０００３】
　また、反射表示と透過表示を行う半透過反射型液晶表示装置が知られている（例えば、
特許文献２）。半透過反射型液晶表示装置では、透過する光を９０度旋光するツイストネ
マティック液晶（ＴＮ液晶）を挟持する基板の一方に偏光板を配置し、他方に反射軸と透
過軸とを備える反射型偏光板を配置し、反射型偏光板の外側に半透過吸収層を配置し、半
透過吸収層の外側に補助光源を配置している。
【０００４】
　半透過反射型液晶表示装置では、補助光源をＯＦＦした反射表示時に、ＴＮ液晶へＨレ
ベルの電圧を印加したＯＮ状態（ＴＮ液晶が透過状態）で暗表示となるように偏光板を配
置すると、補助光源をＯＮした透過表示時には、ＴＮ液晶へＨレベルの電圧を印加したＯ
Ｎ状態（ＴＮ液晶が透過状態）で明表示となってしまう。これは、補助光源をＯＦＦして
ＴＮ液晶を透過状態とすると、ＯＦＦされた補助光源の表面色が外部から観察されて暗表
示となり、補助光源をＯＮしてＴＮ液晶を透過状態とすると、補助光源からの光が外部か
ら観察されて明表示となるからである。即ち、ＴＮ液晶へ同じレベルの電圧を印加してい
ても、補助光源のＯＮ／ＯＦＦによって、暗表示が反転してしまうという問題がある。そ
こで、補助光源のＯＮ／ＯＦＦに応じて、ＴＮ液晶に印加する電圧を（例えば、Ｈレベル
からＬレベルに）切換えて、暗表示の反転を防止していた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平２－１３１２８６号公報（第１１、１２頁、第１２図）
【特許文献２】特許第３４８５５４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、半透過反射型の液晶表示装置において、用途に応じた反射型偏光板の方
向、偏光板の方向及び液晶の液晶分子の配列方向に関する提案はなされていなかった。
【０００７】
　そこで、本発明は、適切な反射型偏光板の方向、偏光板の方向及び液晶の液晶分子の配
列方向を有する半透過反射型の液晶表示装置を提供することを目的とする。
【０００８】
　また、本発明は、複屈折性を利用せずに、明表示を行うことができる液晶表示装置を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る液晶表示装置は、第１の基板と、第２の基板と、第１の基板上に配置され
、それぞれ直交する第１の透過軸と第１の反射軸とを有し、及び第１の透過軸に平行な振
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動面を有する直線偏光を透過し且つ第１の反射軸に平行な振動面を有する直線偏光を反射
する反射型偏光板と、第２の基板上に配置され、第２の透過軸を有し、及び第２の透過軸
に平行な振動面を有する直線偏光を透過する偏光板と、第１及び第２の基板間に挟持され
、複屈折性を利用して入射光の偏光方向を変化させる第１のモードと複屈折性を利用せず
に入射光の偏光方向を変化させない第２のモードを有する液晶層とを有し、液晶層への電
圧印加によって明表示と暗表示とを切り替え、液晶層を前記第２モードに設定して明表示
を行うことを特徴とする。
【００１０】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、偏光板の第２の透過軸を通過して液晶層に入
射した外光を前記反射型偏光板で反射させ、再び前記液晶層及び前記偏光板外に出射させ
ることによって明表示を行うことが好ましい。
【００１１】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、第１の透過軸と前記第２の透過軸とは、ほぼ
直交に配置されていることが好ましい。
【００１２】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、液晶層は、電圧無印加時に第１の安定状態又
は第２の安定状態の何れか一方の状態を維持し、前記第１の安定状態又は前記第２の安定
状態の何れか一方の安定状態が、前記第２のモードに設定されることが好ましい。所謂メ
モリ性液晶によって本発明による液晶表示装置を構成した。
【００１３】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、第２の安定状態における液晶分子の配列方向
は前記第２の透過軸とほぼ平行に配置されることが好ましい。
【００１４】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、第１の安定状態における液晶分子の配列方向
と前記第２の安定状態における液晶分子の配列方向とは、ほぼ４５°の傾きを有するよう
に配置されることが好ましい。
【００１５】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、液晶層は、垂直配向型の液晶層であって、第
１及び第２の基板間に液晶分子がほぼ垂直に配向される第１の状態と、液晶分子が前記第
２の透過軸に対して所定の角度を持って傾く第２の状態を有し、第１の状態が第２モード
に設定されることが好ましい。
【００１６】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を
有し、補助光源をＯＦＦさせた状態で、液晶層は第２モードに設定されることが好ましい
。
【００１７】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を
有し、補助光源をＯＮした状態で、液晶層は第２モードに設定されることが好ましい。
【００１８】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、補助光源からの光を反射型偏光板の第１の透
過軸で透過し、液晶層に入射した光を偏光板の第２の透過軸を通過して視認側に出射させ
ることによって明表示を行うことが好ましい。
【００１９】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、第１の透過軸と第２の透過軸とは、ほぼ平行
に配置されていることが好ましい。
【００２０】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を
有し、反射型偏光板と補助光源との間に配置され、一部領域の光を吸収する光吸収層を有
することが好ましい。これにより、補助光源がオフし、メモリ性液晶が透過状態となった
場合にメモリ性液晶表示装置上で観測される補助光源の表面色をより暗く表示することが
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可能となった。
【００２１】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を
有し、反射型偏光板と補助光源との間に配置され、可視光領域の一部の光を吸収する光吸
収層を有することが好ましい。これにより、補助光源がオフし、メモリ性液晶が透過状態
となった場合にメモリ性液晶表示装置上で観測される補助光源の表面色をより暗く表示す
ることが可能となった。
【００２２】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、反射型偏光板の外側に設けられた補助光源を
有し、補助光源には、可視光領域の一部の光を反射する反射層が備えられていることが好
ましい。
【００２３】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、液晶層は、垂直配向型の液晶層であって、第
１及び第２の基板間に液晶分子がほぼ垂直に配向される第１の状態と、液晶分子が第２の
透過軸に対して所定の角度を持って傾く第２の状態を有することが好ましい。所謂垂直配
向型液晶によって本発明による液晶表示装置を構成した。
【００２４】
　さらに、本発明に係る液晶表示装置では、液晶層が第１の状態に維持された場合に、液
晶層は第２モードに設定されることが好ましい。
【００２５】
　本発明に係る液晶表示装置は、第１の基板と、第２の基板と、第１の基板上に配置され
、それぞれ直交する第１の透過軸と第１の反射軸とを有し、及び第１の透過軸に平行な振
動面を有する直線偏光を透過し且つ第１の反射軸に平行な振動面を有する直線偏光を反射
する反射型偏光板と、第２の基板上に配置され、第２の透過軸を有し、及び第２の透過軸
に平行な振動面を有する直線偏光を透過する偏光板と、第１及び第２の基板間に挟持され
、電圧印加によって、入射光の偏光方向と液晶分子の長軸方向が角度を持って傾く第１の
モードと、入射光の偏光方向と液晶分子の長軸方向が垂直となる第２のモードを有する垂
直配向型の液晶層とを有し、垂直配向型の液晶層への電圧印加によって、視認側から視認
したときの光透過率が高い明表示と視認側から視認したときの光透過率が低い暗表示とを
切り替え、垂直配向型の液晶層を前記第２モードに設定して、明表示を行うことを特徴と
する。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明によれば、液晶の複屈折性を利用せずに、白を表示するように構成したので、白
をきれいに表示することが可能となった。したがって、明表示の面積が多い場合（背景色
を白に設定する場合）に、特に効果が高い。なお、液晶の複屈折性を利用せずに、黒を表
示するようにしても、黒をきれいに表示することは可能であるが、もともと暗表示はムラ
が目立たないので、白の場合ほど、効果は大きくない。
【００２７】
　本発明によれば、メモリ性液晶を用いた半透過反射型の液晶表示装置において、補助光
源を常時利用しない場合が多い反射重視の表示の場合に、より黒に近い暗表示を行うこと
ができる。
【００２８】
　また、本発明によれば、メモリ性液晶を用いた半透過反射型の液晶表示装置において、
補助光源を常時利用する場合が多い透過重視の表示の場合に、より黒に近い暗表示を行う
ことができる。
【００２９】
　さらに、本発明によれば、メモリ性液晶を用いた半透過反射型の液晶表示装置において
、補助光源を常時利用しない場合が多い反射重視の表示の場合に、ムラの無い明表示を良
好に行うことができる。
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【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明に係る液晶表示装置のブロック構成図である。
【図２】本発明に係わる液晶パネルの構成例を示す図である。
【図３】第１の実施例に係る液晶パネルの偏光板及び反射型偏光板の関係を示す図である
。
【図４】(ａ）は補助光源をＯＦＦした場合の第１の実施例に係る液晶パネルの印加電圧
と光透過率との関係を示し、（ｂ）は補助光源をＯＮした場合の第１の実施例に係る液晶
パネルの印加電圧と光透過率との関係を示す図である。
【図５】（ａ）は本発明に係わる液晶パネルを腕時計に利用した場合の表示例を示し、（
ｂ）は表示が反転した場合を示す図である。
【図６】（ａ）は本発明に係わる液晶パネルを携帯電話に利用した場合の表示例を示し、
（ｂ）は表示が反転した場合を示す図である。
【図７】（ａ）は１本の走査電極１３ａに印加される走査電圧波形の一例を示し、（ｂ）
は１本の信号電極１３ｂに印加される信号電圧波形の一例を示し、（ｃ）は（ａ）及び（
ｂ）の合成電圧波形を示す図である。
【図８】第２の実施例に係る液晶パネルの偏光板及び反射型偏光板の関係を示す図である
。
【図９】(ａ）は補助光源をＯＦＦした場合の第２の実施例に係る液晶パネルの印加電圧
と光透過率との関係を示し、（ｂ）は補助光源をＯＮした場合の第２の実施例に係る液晶
パネルの印加電圧と光透過率との関係を示す図である。
【図１０】第３の実施例に係る液晶パネルの偏光板及び反射型偏光板の関係を示す図であ
る。
【図１１】液晶分子の動作を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　以下図面を参照して、本発明に係る液晶表示装置１００について説明する。
【００３２】
　図１に、各実施例に共通する液晶表示装置１００の概略ブロック構成図を示す。
【００３３】
　液晶表示装置１００は、液晶パネル２０、制御部２１、駆動電圧波形制御回路２２、液
晶パネル２０中に配置される各走査電極１３ａに電圧波形を印加するための走査駆動電圧
波形発生回路２３、液晶パネル２０中に配置される各信号電極１３ｂに電圧波形を印加す
るための信号駆動電圧波形発生回路２４、太陽電池や２次電池等から構成される電源部２
５、表示データ記憶部２７、ＲＡＭ３０、ＲＯＭ３１、時計回路５０等を有するように構
成した。
【００３４】
　また、液晶表示装置１００は、液晶パネル２０の背面側に配置した補助光源６０、補助
光源６０のＯＮ／ＯＦＦを制御するための補助光源制御回路６１、ユーザが補助光源６０
のＯＮ／ＯＦＦを設定するための補助光源スイッチ６２を有するように構成した。なお、
図１には明記していないが、液晶表示装置１００の各構成要素は電源部２５から電力供給
を受けることできるように構成した。
【００３５】
　制御部２１は、ＲＡＭ３０又はＲＯＭ３１に予め記憶されたプログラムに従い、時計回
路５０から受信した時刻情報等を用いて表示データを作成し、表示データ記憶部２７に記
憶し、時刻情報と対応した表示データが液晶パネル２０に表示されるように、駆動電圧波
形制御回路２２に制御信号を出力する。
【００３６】
　また、制御部２１は、液晶表示装置１００の周囲が暗い場合等に、ユーザが補助光源ス
イッチ６２をＯＮすると、補助光源制御回路６１を制御し、補助光源６０をＯＮする。
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【００３７】
　さらに、制御部２１は、補助光源スイッチ６２がＯＮされたことを検知して、駆動電圧
波形制御回路２２を制御し、強誘電性液晶１０の極性反転を行い、補助光源６０のＯＮ／
ＯＦＦに拘らず、液晶パネル２０の表示が反転しないように制御を行う。
【００３８】
　第１の実施例について説明する。
【００３９】
　図２に、第１の実施例に係る液晶パネル２０の断面図と補助光源６０とを示す。
【００４０】
　第１の実施例に係る液晶パネル２０は、第１の透明ガラス基板１１ａ、第２の透明ガラ
ス基板１１ｂ、第１の透明ガラス基板１１ａ上に設けられた走査電極１３ａ、第２の透明
ガラス基板１１ｂ上に設けられた信号電極１３ｂ、走査電極１３ａ上に塗布され且つラビ
ング処理された高分子配向膜１４ａ、信号電極１３ｂ上に塗布され且つラビング処理され
た高分子配向膜１４ｂ、シール部材１２、第１及び第２の透明ガラス基板１１ａ及び１１
ｂの間に挟持されシール部材１２によって封入された強誘電性液晶１０、第１の透明ガラ
ス基板１１ａの外側に設けられた反射型偏光板１６、及び第２の透明ガラス基板１１ｂの
外側に設けられた偏光板１５等から構成した。
【００４１】
　強誘電性液晶１０としては、クラリアント社製の「Felix 501」を用いた。また、強誘
電性液晶１０は、第１及び第２の透明ガラス基板１１ａ及び１１ｂの間に、ほぼ１．７μ
ｍの厚さに挟持した。
【００４２】
　反射型偏光板１６は、ポリエステル樹脂等の多層フィルムから構成され、直交する透過
軸と反射軸を有する。また、反射型偏光板１６は、透過軸に平行な振動面を有する直線偏
光を透過し且つ反射軸に平行な振動面を有する直線偏光を反射する機能を有する。
【００４３】
　図２中、矢印Ａは、外部から液晶パネル２０へ入射する外光を示し、矢印Ｂは補助光源
６０から液晶パネルへ入射する光を示している。
【００４４】
　液晶パネル２０の反射型偏光板１６の下部には、低消費電力と薄さを考慮して、有機Ｅ
Ｌセルを発光素子として用いたバックライトを補助光源６０として配置した。なお、他の
発光素子を用いた補助光源を用いることもできる。
【００４５】
　図２では、便宜上５本の走査電極１３ａを示したが、本実施形態では、透明導電膜パタ
ーンにより構成した４０本の走査電極１３ａを液晶パネル２０の全体に渡って配置した。
また。図２には明記していないが、透明導電膜パターンにより構成した５０本の信号電極
１３ｂを、走査電極１３ａと直行するように液晶パネル２０の全体に渡って配置した。し
たがって、走査電極１３ａと信号電極１３ｂが交差する各ポイントが、液晶パネル２０の
各画素（２０００画素）となる。
【００４６】
　図３に、第１の実施例に係る液晶パネル２０における偏光板１５及び反射型偏光板１６
の配置を示す。
【００４７】
　図３に示すように、偏光板１５の透過軸（ａ1）と反射型偏光板１６の透過軸（ｂ1）が
ほぼ直交するように配置した。強誘電性液晶は、電圧無印加時に第１の安定状態と第２の
安定状態の２つの安定状態を有する、図３では、第２の安定状態における強誘電性液晶１
０の液晶分子の長軸の配列方向を偏光板１５の透過軸（ａ1）と一致させるように配置し
た。この際、どちらの安定状態の液晶分子の長軸の配列方向を透過軸（ａ1）に一致させ
てもかまわない。さらに、第１の安定状態における強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の
配列方向を、図３に示すように、第２の安定状態における強誘電性液晶１０の液晶分子の
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長軸の配列方向からコーン角度θ1だけ傾いた位置、即ち液晶コーンに沿った他の位置と
した。また、図３において、矢印１７は、配向膜の配向方向を示しており、第１の安定状
態における配列方向と第２の安定状態の配列方向のちょうど中間となっている。
【００４８】
　なお、第１の実施例における強誘電性液晶１０では、コーン角度を（θ1）ほぼ４５°
となるように設定した。これは、強誘電性液晶が複屈折性を利用した場合に、強誘電性液
晶に入射する光量（Ｉin）と出射する光量（Ｉout）との関係が一般に以下の式（１）で
表され、コーン角度（θ1）が４５°の時に、出射光量（Ｉout）が最大となるからである
。
　　Ｉout＝Ｉin・ｓｉｎ2２θ・ｓｉｎ2(Ｒ／λ）π　　　（１）
ここで、Ｒはリタデーションを示し、λは強誘電性液晶への入射光の波長を示している。
【００４９】
　なお、コーン角度（θ1）を４５°としても、リタデーションによる減衰が生じるため
、複屈折性を利用した場合には、ＩoutはＩinとは等しくならない。
【００５０】
　図４に、第１の実施例に係る液晶パネル２０における強誘電性液晶１０に印加する電圧
の各極性と光透過率との関係を示す。
【００５１】
　図４（ａ）は補助光源６０がＯＦＦしている状態を示し、図４（ｂ）は補助光源６０が
ＯＮしている状態を示している。また、それぞれのグラフの横軸は液晶パネル２０の走査
電極１３ａを基準として、走査電極１３ａと信号電極１３ｂとの間に印加される印加電圧
（Ｖ）（即ち、強誘電性液晶１０に印加される印加電圧）を示し、縦軸は液晶パネル２０
の光透過率を示している。
【００５２】
　図４（ａ）を用いて補助光源６０をＯＦＦした状態について説明する。
【００５３】
　第２の安定状態の液晶分子の配列方向を透過軸（ａ1）と平行に配置したので、印加電
圧の極性を変化させて、強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させた場合、強誘電性
液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向は、偏光板１５の透過軸（ａ1）及び反射型偏光板
１６の透過軸（ｂ1）の何れとも一致しなくなる。即ち、強誘電性液晶１０の液晶分子の
長軸の配列方向は、透過軸（ａ1）に対してθ1（ほぼ４５°）の角度を持って傾く。液晶
パネル２０に入射する偏光板１５の透過軸（ａ1）と平行な振動面を有する外光Ａは、強
誘電性液晶１０の複屈折性によって、反射型偏光板１６の透過軸（ｂ1）とほぼ平行な振
動面を有するようになり、液晶パネル２０を透過して（透過状態）、補助光源６０の表面
から反射される。補助光源６０の表面は通常暗色であるので、補助光源６０をＯＦＦした
場合、第１の安定状態では、液晶パネル２０に入射した光が、補助光源６０の表面の暗色
が視認されて、液晶パネル２０上では暗表示となる。この時の光透過率を、図４（ａ）に
おいて、Ｔｌ1－ＯＦＦとする。このように、複屈折性を利用して入射光の偏光方向を変
化させるモードを第１のモードと称する。本実施例では、強誘電性液晶が第１の安定状態
をとるときに第１のモードとなる。
【００５４】
　印加電圧の極性を変化させて、強誘電性液晶１０を第２の安定状態に反転させた場合、
強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向が偏光板１５の透過軸（ａ1）と平行とな
る。この場合、強誘電性液晶１０は入射光をそのまま通過させる。液晶パネル２０に入射
する透過軸（ａ1）と平行な振動面を有する外光Ａは、反射型偏光板１６の透過軸（ｂ1）
とほぼ垂直な振動面を有するため、反射型偏光板１６の反射軸によって反射される（反射
状態）。したがって、補助光源６０をＯＦＦした場合、第２の安定状態では、液晶パネル
２０に入射した光が、反射型偏光板１６の反射軸で反射されて、液晶パネル２０上では明
表示となる。この時の光透過率を、図４（ａ）において、Ｔｈ1－ＯＦＦとする。このよ
うに、複屈折性を利用せずに入射光の偏光方向を変化させないモードを第２モードと称す
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る。本実施例では、強誘電性液晶が第２の安定状態を取るときに、第２のモードとなる。
【００５５】
　このように、補助光源６０をＯＦＦした場合、強誘電性液晶１０に印加される電圧を（
光透過率が増加し始める電圧値Ｖ1を越えて）増加させて、光透過率の増加が飽和する電
圧値Ｖ2（正の閾値）以上とすると、その後電圧を印加せずとも（即ち、０Ｖ印加）強誘
電性液晶１０は第１の強誘電性状態を維持し、液晶パネル２０は暗表示を維持する。また
、強誘電性液晶１０に印加される電圧を（光透過率が減少し始める電圧値Ｖ3を越えて）
減少させて、光透過率の減少が飽和する電圧値Ｖ4（負の閾値）以下とすると、その後電
圧を印加せずとも（即ち、０Ｖ印加）強誘電性液晶１０は第２の強誘電性状態を維持し、
液晶パネル２０は明表示を維持する。
【００５６】
　図４（ｂ）を用いて補助光源６０をＯＮした状態について説明する。
【００５７】
　印加電圧の極性を変化させて、強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させた場合、
強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向は、偏光板１５の透過軸（ａ1）及び反射
型偏光板１６の透過軸（ｂ1）の何れとも一致しなくなる。補助光源６０から液晶パネル
２０に入射する反射型偏光板１６の透過軸（ｂ1）と平行な振動面を有する光Ｂは、強誘
電性液晶１０の複屈折性によって、偏光板１５の透過軸（ａ1）とほぼ平行な振動面を有
するようになり、偏光板１５を透過して（透過状態）、液晶パネル２０上で観測される。
したがって、補助光源６０をＯＮした場合、第１の安定状態では、補助光源６０からの光
は、液晶パネル２０上では明表示となる。この時の光透過率を、図４（ｂ）において、Ｔ
ｈ1－ＯＮとする。この時、液晶層は複屈折性を利用しているので第１のモードである。
【００５８】
　印加電圧の極性を変化させて、強誘電性液晶１０を第２の安定状態に反転させた場合、
強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向が偏光板１５の透過軸（ａ1）と平行とな
る。補助光源６０から液晶パネル２０に入射する透過軸（ｂ1）と平行な振動面を有する
光Ｂは、透過軸（ａ1）と垂直な振動面を有するため、偏光板１５によって吸収され、液
晶パネル２０の表面で観測されない。したがって、補助光源６０をＯＮした場合、第２の
安定状態では、液晶パネル２０上では暗表示となる。この時の光透過率を、図４（ｂ）に
おいて、Ｔｌ1－ＯＮとする。この時、液晶層は複屈折性を利用しておらず、第２のモー
ドである。
【００５９】
　このように、強誘電性液晶１０に印加される電圧を（光透過率が増加し始める電圧値Ｖ

1を越えて）増加させて、光透過率の増加が飽和する電圧値Ｖ2（正の閾値）以上とすると
、その後電圧を印加せずとも（即ち、０Ｖ印加）強誘電性液晶１０は第１の強誘電性状態
を維持し、液晶パネル２０は明表示を維持する。同様に、強誘電性液晶１０に印加される
電圧を（光透過率が減少し始める電圧値Ｖ3を越えて）減少させて、光透過率の減少が飽
和する電圧値Ｖ4（負の閾値）以下とすると、その後電圧を印加せずとも（即ち、０Ｖ印
加）強誘電性液晶１０は第２の強誘電性状態を維持し、暗表示を維持する。
【００６０】
　図４（ａ）及び（ｂ）から理解されるように、第１の実施例に係る液晶パネル２０では
、補助光源６０をＯＮとＯＦＦを切換えると、強誘電性液晶１０が同じ強誘電状態であっ
ても、暗表示が反転されてしまう。そこで、本実施例では、補助光源６０のＯＮとＯＦＦ
との切換えに応じて、強誘電性液晶１０を極性反転（一方の強誘電状態から他方の強誘電
状態へ反転）させるように制御して、液晶パネル２０の暗表示が変化しないように制御を
行う。
【００６１】
　ところで、複屈折性を利用した表示の場合、液晶パネル２０の基板間の微細なギャップ
の影響を受けやすく、表示ムラが多く現れてしまう。即ち、液晶パネル２０全体で基板間
（第１及び第２のガラス基板１１ａ及び１１ｂ間）のギャップを完全に均一にすることは
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できないので、液晶パネル２０全体で複屈折は完全に均一には生じない。複屈折が均一に
生じないと、液晶パネル２０全体で表示色が完全に均一にならず、表示ムラが発生してし
まう。例えば、補助光源６０をＯＦＦし強誘電性液晶１０を第１の安定状態にした場合の
液晶パネル２０における暗表示（Ｔｌ1－ＯＦＦ）は、前述したように強誘電性液晶１０
の複屈折性を利用しているので、表示の背景を黒とすると（図６（ｂ）に示す液晶パネル
２０参照）、ムラが顕著になり表示の質が悪くなる。これに対して、補助光源６０をＯＦ
Ｆし強誘電性液晶１０を第２の安定状態にした場合の液晶パネル２０における明表示（Ｔ
ｈ1－ＯＦＦ）は、前述したように強誘電性液晶１０の複屈折性を利用しておらず、表示
ムラが発生しない。
【００６２】
　即ち、偏光板１５の透過軸（ａ1）と反射型偏光板１６の透過軸（ｂ1）を垂直になるよ
うに配置し、第２の安定状態における強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向を偏
光板１５の透過軸（ａ1）と平行に配置し、且つ背景を白で表示し文字を黒で表示するよ
うに設定すると（図５（ａ）及び図６（ａ）に示す液晶パネル２０参照）、ムラの無い良
好な表示を行うことが可能となる。即ち、この場合、複屈折性を利用せずに、背景の白を
表示することが可能となる。言い換えれば、背景の白を表示する場合には、複屈折性を利
用しないようにすることが重要である。したがって、第１の実施例に係る液晶パネル２０
は、補助光源をＯＦＦした状態で、ムラの無い良好な明表示を行うことができるので、補
助光源６０を常時利用しないタイプで、反射表示を重視するような表示に適している。
【００６３】
　即ち、第１の実施例に係る液晶パネル２０は、補助光源６０をＯＦＦした状態で、明表
示を非常にきれいに表示することができるので（複屈折性の不均等によるムラが無いので
）、補助光源６０をＯＦＦした状態で背景の白を表示する時計の表示部等に利用するのに
適している。なお、腕時計等で補助光源６０を通常利用しないのは、電力の消費を避ける
ためである。
【００６４】
　図５に、第１の実施例に係る液晶パネル２０を腕時計に利用した例を示す。
【００６５】
　図５（ａ）は、時計１において、補助光源６０を利用せずに、液晶パネル２０が、外部
光を利用して表示を行っている例を示している。外部が暗くなった場合、ユーザが時計１
に配置されている補助光源スイッチ６２をＯＮすると、図５（ａ）において液晶パネル２
０の裏側に配置されている補助光源６０がＯＮする。
【００６６】
　前述したように、単に補助光源６０をＯＮさせると、暗表示が反転してしまい、図５（
ｂ）に示すように表示されてしまう。そこで、時計１では、補助光源スイッチ６２がＯＮ
されると、ＯＮされたことを制御部２１が検知する。そして、制御部２１は、駆動電圧波
形制御回路２２を制御し、液晶パネル２０の各画素に対応する強誘電性液晶１０の極性反
転（一方の強誘電状態から他方の強誘電状態へ反転）を行い、液晶パネル２０の表示を図
５（ａ）に示すように制御する。
【００６７】
　前述したように、補助光源６０をＯＦＦした状態における背景の白の表示（図４（ａ）
のＴｌ1－ＯＦＦ）は、複屈折性を利用していないため、複屈折性の不均等によるムラが
無い。
【００６８】
　ところで、補助光源６０をＯＦＦし且つ強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させ
た場合の液晶パネル２０における暗表示（Ｔｌ1－ＯＦＦ）は、補助光源６０をＯＮし強
誘電性液晶１０を第２の安定状態に反転させた場合の液晶パネル２０における暗表示（Ｔ
ｌ1－ＯＮ）よりも、若干光透過率が高い（即ち、暗表示が若干グレーよりとなる）。こ
れは、補助光源６０をＯＦＦし強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させた場合の液
晶パネル２０における暗表示が、強誘電性液晶１０の複屈折性を利用しており、若干反射
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型偏光板１６の透過軸（ｂ1）とほぼ平行な振動面を有するよう補正されない外向光Ａが
発生し、反射型偏光板１６で反射されて液晶パネル２０側に漏れ出てしまい、光透過率が
増加するためである。
【００６９】
　また、補助光源６０をＯＮし強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させた場合の液
晶パネル２０における明表示（Ｔｈ1－ＯＮ）は、補助光源６０をＯＦＦし強誘電性液晶
１０を第２の安定状態に反転させた場合の液晶パネル２０における明表示（Ｔｈ1－ＯＦ
Ｆ）よりも、若干光透過率が低い（即ち、明表示が若干グレーよりとなる）。これは、補
助光源６０をＯＮし強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させた場合の液晶パネル２
０における明表示が、強誘電性液晶１０の複屈折性を利用しており、若干偏光板１５の透
過軸（ａ1）とほぼ平行な振動面を有するように補正されない光Ｂが発生し、偏光板１５
に吸収されてしまい、光透過率が低下するためである。
【００７０】
　このように、第１の実施例に係る液晶パネル２０は、補助光源６０をＯＮした状態で、
暗表示を非常にきれいに表示することができるので（光透過率がほぼゼロに近い暗表示を
行うことができるので）、補助光源６０を常時利用する場合が多い透過重視の携帯電話用
の表示等に利用するのにも適している。
【００７１】
　図６に、第１の実施例に係る液晶パネル２０を携帯電話に利用した例を示す。
【００７２】
　図６（ａ）は、携帯電話２において、補助光源６０を利用して、液晶パネル２０が、表
示を行っている例を示している。なお、省電力のために一定期間、携帯電話が操作されな
い場合等には補助光源６０がＯＦＦされる。しかしながら、ユーザが携帯電話２に配置さ
れている補助光源スイッチ６２をＯＮすると、図６（ａ）において液晶パネル２０の裏側
に配置されている補助光源６０がＯＮする。
【００７３】
　前述したように、単に補助光源６０をＯＮさせると、暗表示が反転してしまい、図６（
ｂ）に示すように表示されてしまう。そこで、携帯電話２では、補助光源スイッチ６２が
ＯＮされると、ＯＮされたことを制御部２１が検知する。次いで、制御部２１は、駆動電
圧波形制御回路２２を制御し、液晶パネル２０の各画素に対応する強誘電性液晶１０の極
性反転を行い、液晶パネル２０の表示を図６（ａ）に示すように制御する。
【００７４】
　前述したように、補助光源６０をＯＦＦした状態における暗表示（図６（ａ）の第１の
安定状態）は、若干、補助光源６０をＯＮした状態での暗表示（図６（ｂ）の第２の安定
状態）より光透過率が増加してしまう。しかしながら、補助光源６０がＯＦＦされている
状態は、通常携帯電話を利用していない状態であるため、大きな問題とはならない。
【００７５】
　図７に、液晶パネル２０を駆動するための駆動電圧波形の一例を示す。
【００７６】
　図７（ａ）は、１本の走査電極１３ａに印加される走査電圧波形の一例を示し、図７（
ｂ）は１本の信号電極１３ｂに印加される信号電圧波形の一例を示し、図７（ｃ）は（ａ
）及び（ｂ）の合成電圧波形を示している。
【００７７】
　図７には２フレーム分の駆動電圧波形が示されており、図中「ＯＮ」は図４（ａ）で図
示した補助光源「ＯＦＦ」時における明表示、「ＯＦＦ」は同様に図４（ａ）における暗
表示を示している。ここでは、１回の表示データに基づく表示を実行するために１つの走
査期間を利用している。１フレームはリセット期間（Ｒｓ）及び走査期間から成り、１走
査期間は選択期間（Ｓｅ）及び非選択期間（ＮＳｅ）から成る。
【００７８】
　リセット期間（Ｒｓ）において、強誘電性液晶１０は、直前の表示状態に拘らず、前半
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は明表示（透過状態）となる第１の安定状態に、後半は暗表示（非透過状態）となる第２
の安定状態に、強制的にリセットされる。リセット期間（Ｒｓ）において、走査電圧波形
（ａ）は前半では＋２０Ｖが、後半では－２０Ｖが印加されている。また、信号電圧波形
（ｂ）は所定間隔で＋５Ｖと－５Ｖの電圧が繰り返し印加されることとした。この結果、
強誘電性液晶１０の画素には、合成電圧波形（ｃ）に応じた電圧、即ちリセット期間（Ｒ
ｓ）の前半に正の閾値Ｖ2（図４（ａ）参照）以上の電圧が印加されて第１の安定状態に
、後半に負の閾値Ｖ4（図４（ａ）参照）以下の電圧が印加されて第２の安定状態にリセ
ットされる。リセット期間を設けることによって、強誘電性液晶を用いた液晶パネルにお
いて、良好な表示を持続することが可能となる。
【００７９】
　補助光源６０をＯＦＦした状態で、図７に示すような駆動電圧が印加された場合、第１
フレームでは、第１の安定状態にセットされて明表示を行い、第２フレームでは、第２の
安定状態にセットされて暗表示を行う場合が示されることとなる。
【００８０】
　第２の実施例について説明する。
【００８１】
　第２の実施例に係る液晶パネル２０の断面図及び補助光源６０は、図２に示した構成と
同様であるので、説明を省略する。
【００８２】
　第２の実施例においても、強誘電性液晶１０としては、クラリアント社製の「Felix 50
1」を用いた。また、第２の実施例においても、第１及び第２の透明ガラス基板１１ａ及
び１１ｂの間隔は、ほぼ１．７μｍとした。
【００８３】
　図８に、第２の実施例に係る液晶パネル２０における偏光板１５及び反射型偏光板１６
の配置を示す。
【００８４】
　図８に示すように、偏光板１５の透過軸（ａ2）と反射型偏光板１６の透過軸（ｂ2）が
平行になるように配置した。また、第２の安定状態における強誘電性液晶１０の液晶分子
の長軸の配列方向を偏光板１５の透過軸（ａ2）と一致させるように配置した。さらに、
第１の安定状態における強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向を、図８に示すよ
うに、第２の安定状態における強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向からコーン
角度θ2だけ傾いた位置、即ち液晶コーンに沿った他の位置とした。
【００８５】
　なお、第２の実施例における強誘電性液晶１０では、コーン角度（θ2）が４５°とな
らない場合を例としている。前述した式（１）に示されるように、コーン角度（θ2）が
４５°でないため、コーン角度（θ2）による減衰及びリタデーションによる減衰が相乗
されて、複屈折性を利用した場合には、ＩoutはＩinとは等しくならない。
【００８６】
　図９に、第２の実施例に係る液晶パネル２０における強誘電性液晶１０の各極性と光透
過率との関係を示す。
【００８７】
　図９（ａ）は補助光源６０がＯＦＦしている状態を示し、図９（ｂ）は補助光源６０が
ＯＮしている状態を示している。また、それぞれのグラフの横軸は液晶パネル２０の走査
電極１３ａを基準として、走査電極１３ａと信号電極１３ｂとの間に印加される印加電圧
（Ｖ）（即ち、強誘電性液晶１０に印加される印加電圧）を示し、縦軸は液晶パネル２０
の光透過率を示している。
【００８８】
　図９（ａ）を用いて補助光源６０をＯＦＦした状態について説明する。
【００８９】
　印加電圧の極性を変化させて、強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させた場合、
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強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向は、偏光板１５の透過軸（ａ2）及び反射
型偏光板１６の透過軸（ｂ2）の何れとも一致しなくなる。視認側から液晶パネル２０に
入射する偏光板１５の透過軸（ａ2）と平行な振動面を有する光Ａは、強誘電性液晶１０
の複屈折性によって、反射型偏光板１６の透過軸（ｂ2）とは直交する方向の振動面を有
するようになり、反射型偏光板１６の反射軸で反射される。したがって、補助光源６０を
ＯＦＦした場合、第１の安定状態では、視認側から液晶パネル２０に入射する光Ａが、液
晶パネル２０上で観測されて、液晶パネル２０上では明表示となる。この時の光透過率を
、図９（ａ）において、Ｔｈ2－ＯＦＦとする。このように、複屈折性を利用して入射光
の偏光方向を変化させるモードを第１のモードと称する。本実施例では、強誘電性液晶が
第１の安定状態をとるときに第１のモードとなる。
【００９０】
　印加電圧の極性を変化させて、強誘電性液晶１０を第２の安定状態に反転させた場合、
強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向が偏光板１５の透過軸（ａ2）と平行とな
るため、視認側から液晶パネル２０に入射する透過軸（ａ2）と平行な振動面を有する光
Ａは、反射型偏光板１６の透過軸（ｂ2）とも平行な振動面を有し、反射型偏光板１６を
通過する。したがって、補助光源６０をＯＦＦした場合、第２の安定状態では、外側から
の光Ａは、偏光板１５を通過し、液晶パネル２０に入射した光により、補助光源６０の表
面が視認されて、液晶パネル２０上では暗（黒）表示となる。この時の光透過率を、図９
（ａ）において、Ｔｌ2－ＯＦＦとする。このように、複屈折性を利用せずに入射光の偏
光方向を変化させないモードを第２モードと称する。本実施例では、強誘電性液晶が第２
の安定状態を取るときに、第２のモードとなる。
【００９１】
　このように、強誘電性液晶１０に印加される電圧を（光透過率が増加し始める電圧値Ｖ

1を越えて）増加させて、光透過率の増加が飽和する電圧値Ｖ2（正の閾値）以上とすると
、その後電圧を印加せずとも（即ち、０Ｖ印加）強誘電性液晶１０は第１の安定状態を維
持し、液晶パネル２０は明（白）表示を維持する。同様に、強誘電性液晶１０に印加され
る電圧を（光透過率が減少し始める電圧値Ｖ3を越えて）減少させて、光透過率の減少が
飽和する電圧値Ｖ4（負の閾値）以下とすると、その後電圧を印加せずとも（即ち、０Ｖ
印加）強誘電性液晶１０は第２の安定状態を維持し、暗（黒）表示を維持する。
【００９２】
　図９（ｂ）を用いて補助光源６０をＯＮした状態について説明する。
【００９３】
　印加電圧の極性を変化させて、強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させた場合、
強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向は、偏光板１５の透過軸（ａ2）及び反射
型偏光板１６の透過軸（ｂ2）の何れとも一致しなくなる。したがって、強誘電性液晶１
０の液晶分子の長軸の配列方向は、透過軸（ａ2）に対してθ2の角度を持って傾く。補助
光源６０から入射する反射型偏光板１６の透過軸（ｂ2）と平行な振動面を有する光Ｂは
、強誘電性液晶１０の複屈折性によって、偏光板１５の透過軸（ａ2）と垂直な方向を有
する振動面を有するようになり、偏光板１５に吸収される。したがって、補助光源６０を
ＯＮした場合、第１の安定状態では、液晶パネル２０上で暗（黒）表示となる。この時の
光透過率を、図９（ｂ）において、Ｔｌ2－ＯＮとする。この時、複屈折性を利用するの
で、液晶層は第１のモードである。
【００９４】
　印加電圧の極性を変化させて、強誘電性液晶１０を第２の安定状態に反転させた場合、
強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向が反射型偏光板１６の透過軸（ｂ2）と平
行となる。補助光源６０から入射する反射型偏光板１６の透過軸（ｂ2）と平行な振動面
を有する光Ｂは、反射型偏光板１６の透過軸（ｂ2）とも平行な振動面を有し、反射型偏
光板１６を透過する（透過状態）。したがって、補助光源６０をＯＮした場合、第２の安
定状態では、液晶パネル２０に入射した光Ｂにより、液晶パネル２０上では明（白）表示
となる。この時の光透過率を、図９（ｂ）において、Ｔｈ2－ＯＮとする。この時、複屈
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折性を利用しないので、液晶層は第２のモードである。
【００９５】
　このように、補助光源６０をＯＮした場合、強誘電性液晶１０に印加される電圧を（光
透過率が増加し始める電圧値Ｖ1を越えて）増加させて、光透過率の増加が飽和する電圧
値Ｖ2（正の閾値）以上とすると、その後電圧を印加せずとも（即ち、０Ｖ印加）強誘電
性液晶１０は第１の安定状態を維持し、液晶パネル２０は暗表示を維持する。また、強誘
電性液晶１０に印加される電圧を（光透過率が減少し始める電圧値Ｖ3を越えて）減少さ
せて、光透過率の減少が飽和する電圧値Ｖ4（負の閾値）以下とすると、その後電圧を印
加せずとも（即ち、０Ｖ印加）強誘電性液晶１０は第２の安定状態を維持し、液晶パネル
２０は明表示を維持する。
【００９６】
　図９（ａ）及び（ｂ）から理解されるように、第２の実施例に係る液晶パネル２０では
、補助光源６０をＯＮとＯＦＦを切換えると、強誘電性液晶１０が同じ安定状態であって
も、暗表示が反転されてしまう。
【００９７】
　複屈折性を利用した表示の場合、液晶パネル２０の基板間の微細なギャップの影響を受
けやすく、表示ムラが多く現れてしまう。即ち、液晶パネル２０全体で基板間（第１及び
第２のガラス基板１１ａ及び１１ｂ間）のギャップを完全に均一にすることはできないの
で、液晶パネル２０全体で複屈折は完全に均一には生じない。複屈折が均一に生じないと
、液晶パネル２０全体で表示色が完全に均一にならず、表示ムラが発生してしまう。例え
ば、補助光源６０をＯＮし強誘電性液晶１０を第１の安定状態にした場合の液晶パネル２
０における暗表示（Ｔｌ2－ＯＮ）は、前述したように強誘電性液晶１０の複屈折性を利
用しているので、表示の背景を暗とすると（図６（ｂ）に示す液晶パネル２０参照）、ム
ラが顕著になり表示の質が悪くなる。これに対して、補助光源６０をＯＮし強誘電性液晶
１０を第２の安定状態にした場合の液晶パネル２０における明表示（Ｔｈ2－ＯＮ）は、
前述したように強誘電性液晶１０の複屈折性を利用しておらず、表示ムラが生じない。
【００９８】
　即ち、偏光板１５の透過軸（ａ2）と反射型偏光板１６の透過軸（ｂ2）を平行になるよ
うに配置し、第２の安定状態における強誘電性液晶１０の液晶分子の長軸の配列方向を偏
光板１５の透過軸（ａ2）と平行に配置し、且つ背景を白で表示し文字を黒で表示するよ
うに設定すると（図５（ａ）及び図６（ａ）に示す液晶パネル２０参照）、ムラの無い良
好な表示を行うことが可能となる。即ち、この場合、複屈折性を利用せずに、背景の白を
表示することが可能となる。言い換えれば、背景の白を表示する場合には、複屈折性を利
用しないようにすることが重要である。したがって、第２の実施例に係る液晶パネル２０
は、補助光源をＯＮした状態で、ムラの無い良好な明表示を行うことができるので、補助
光源６０を常時利用する場合の多い、透過表示を重視するような表示にも適している。
【００９９】
　そこで、第２の実施例に係る液晶パネル２０は、補助光源６０をＯＮした状態で、明表
示を非常にきれいに表示することができるので（複屈折性の不均等によるムラが無いので
）、補助光源６０をＯＮした状態で背景の白を表示する携帯電話の表示部等に利用するの
に適している（図６参照）。
【０１００】
　ところで、第２の実施例において補助光源６０をＯＮし強誘電性液晶１０を第１の安定
状態に反転させた場合の液晶パネル２０における暗表示（図９（ｂ）のＴｌ2－ＯＮ）は
、第１の実施例において補助光源６０をＯＦＦし強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反
転させた場合の液晶パネル２０における暗表示（図４（ａ）のＴｌ1－ＯＦＦ）よりも、
さらに光透過率が高い（即ち、暗表示がさらにグレーよりとなる）。これは、第２の実施
例において補助光源６０をＯＮし強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させた場合の
液晶パネル２０における暗表示が、強誘電性液晶１０の複屈折性を利用しているためであ
る。前述したように、第２の実施例では、コーン角度を４５°に設定していないことから



(15) JP 2012-168559 A 2012.9.6

10

20

30

40

50

、反射型偏光板１６の反射軸とほぼ平行な振動面を有するように補正されない外光Ａがよ
り発生して、反射型偏光板１６によって反射されてしまい、より光透過率が増加するため
である。
【０１０１】
　また、第２の実施例における補助光源６０をＯＦＦし強誘電性液晶１０を第１の安定状
態に反転させた場合の液晶パネル２０における明表示（図９（ｂ）のＴｈ2－ＯＦＦ）は
、第１の実施例における補助光源６０をＯＮし強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転
させた場合の液晶パネル２０における明表示（図４（ｂ）のＴｈ1－ＯＮ）よりも、さら
に光透過率が低い（即ち、明表示がさらにグレーよりとなる）。これは、第２の実施例に
おける補助光源６０をＯＦＦし強誘電性液晶１０を第１の安定状態に反転させた場合の液
晶パネル２０における明表示が、強誘電性液晶１０の複屈折性を利用しているためである
。前述したように、第２の実施例では、コーン角度を４５°に設定していないことから、
反射型偏光板１６の反射軸とほぼ平行な振動面を有するよう補正されない光Ｂがより発生
し、反射軸によって反射されず、より光透過率が減少するためである。
【０１０２】
　しかしながら、第２の実施例に係る液晶パネル２０は、補助光源６０をＯＦＦした状態
で、暗表示（図９（ａ）のＴｌ2－ＯＦＦ）を非常にきれいに表示することができるので
（光透過率がほぼゼロに近い暗表示を行うことができるので）、コントラスト重視で、補
助光源６０を常時利用しない場合が多い、反射重視の時計用の表示等に利用するのに適し
ている。
【０１０３】
　したがって、第２の実施例に係る液晶パネル２０は、図６（ａ）に示す携帯電話２に第
１の実施例と同様に用いることができる。第２の実施例においても、第１の実施例と同様
に、単に補助光源６０をＯＮさせると、暗表示が反転してしまい、図６（ｂ）に示すよう
に表示されてしまうので、補助光源スイッチ６２がＯＮされると、ＯＮされたことを制御
部２１が検知して、駆動電圧波形制御回路２２を制御し、液晶パネル２０の各画素に対応
する強誘電性液晶１０の極性反転を行い、液晶パネル２０の表示を図６（ａ）に示すよう
に制御しても良い。
【０１０４】
　なお、前述したように、補助光源６０をＯＮした状態における暗表示（図９（ｂ）のＴ
ｌ2－ＯＮ）は、補助光源６０をＯＦＦした状態での暗表示（図９（ａ）のＴｌ2－ＯＦＦ
）より、さらに光透過率が増加してしまうが、補助光源６０がＯＮされている状態は、時
計を利用する場合の常時ではないため、大きな問題とはならない。
【０１０５】
　また、第２の実施例に係る液晶パネル２０を駆動するための駆動電圧波形も、図７に示
す第１の実施例に関して示すものと同様であるので、説明を省略する。
【０１０６】
　上記の第１及び第２の実施例において、液晶パネル２０を透過状態とした場合、補助光
源６０の表面の暗／色が液晶パネル２０上で観測される。そこで、反射型偏光板１６と補
助光源６０との間に、光吸収層を設けることが可能である。光吸収層を設けれ、液晶パネ
ル２０上で観測される補助光源６０の表面の色をより暗く表示することが可能となる。
【０１０７】
　さらに、上記の第１及び第２の実施例において、補助光源６０をＯＮして、液晶パネル
２０を透過状態とした場合に、補助光源６０からの光Ｂを減衰させない為に、光吸収層の
表面に、一部の領域の光を吸収するように多数の微細な開口部を設けることが好ましい。
光吸収層の表面に多数の微細な開口部を設ければ、開口部を通して補助光源６０からの光
Ｂが透過するので、液晶パネル２０上で観測される光量に大きな影響を与えることはない
。なお、光吸収層における微小な開口部による開口率は、３０％～７０％の範囲内から好
ましい値を選択することができる。また微細な開口部は微小な丸孔状であっても良いし、
格子状に形成されても良い、また開口部は規則的に形成される必要はなく、ランダムに形
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成されていても良い。
【０１０８】
　また、上記の第１及び第２の実施例において、補助光源６０の発光側に、可視光領域の
一部を反射する反射層を設けることもできる。反射層は、可視光領域の一部の波長を反射
し、特定の色を反射光として反射する層であっても良いし、可視光領域の全域にわたって
、光量の一部を反射し、他を透過するような半透過反射膜であっても良い。例えば、青色
光を反射する反射層を設ければ、液晶パネル２０を透過状態とした場合、液晶パネル２０
上で観測される補助光源６０からの反射光を青色とすることができる。即ち、液晶パネル
２０を透過状態とした場合の表示色を変化させることが可能である。
【０１０９】
　さらに、上記の第１及び第２の実施例において、強誘電性液晶１０の極性反転は、制御
部２１が、駆動電圧波形制御回路２２、走査駆動電圧波形発生回路２３及び信号駆動電圧
波形発生回路２４を用い、表示データ記憶部２７に通常表示用の表示デーとはネガポジ反
転されたネガポジ反転表示データを予め記憶し、記憶されているネガポジ反転表示データ
を用いて前記走査電極又は前記信号電極に印加される駆動波形の極性をそれ以前の駆動波
形と反転するように制御した。しかしながら、強誘電性液晶１０の極性反転は、表示デー
タを利用する他に、電源部２５から液晶パネル２０に供給される電圧の極性を反転させる
ようにして、行うことも可能である。その場合、制御部２１は、極性を反転させるための
任意の電子回路を用いることができる。
【０１１０】
　第３の実施例について説明する。
【０１１１】
　第３の実施例を図２を用いて説明する。第３の実施例では、図２の構成を、ほぼそのま
ま用いることができる。ただし、走査電極１３ａ上には、塗布され且つ垂直配向処理され
た高分子配向膜１４ａ、信号電極１３ｂ上には、塗布され且つ垂直配向処理された高分子
配向膜１４ｂが使用される。また、液晶１１０としては、垂直配向（ホメオトロピック配
向）型液晶用として、負の誘電異方性であるＭＬＣ－６８８３（メルク社製）を用いた。
また、液晶１１０は、第１及び第２の透明ガラス基板１１ａ及び１１ｂの間に、ほぼ１．
７μｍの厚さに挟持した。
【０１１２】
　また、図２中、矢印Ａは、外部から第３の実施例の液晶パネルへ入射する外光を示し、
矢印Ｂは補助光源６０から第３の実施例の液晶パネルへ入射する光を示している。
【０１１３】
　図１０に、第３の実施例に係る液晶パネルにおける偏光板１５及び反射型偏光板１６の
配置を示す。
【０１１４】
　図１０に示すように、偏光板１５の透過軸（ａ3）と反射型偏光板１６の透過軸（ｂ3）
が直交するように配置した。また、図１０において、矢印１１７は配向膜の配向方向を示
しており、θ3は配向膜の配向方向と偏光板１５の透過軸（ａ3）とのなす角度を示してい
る。なお、本実施例において、θ3は約４５度となるように設定されている。しかしなが
ら、θ3は４５度に限定されるわけではなく、他の角度例えば４０度としても良い。
【０１１５】
　図１１に、垂直配向（ホメオトロピック配向）型液晶１１０の液晶分子の動作を示す。
【０１１６】
　第３の実施例の液晶パネルに電圧を印加しない状態では、垂直配向（ホメオトロピック
配向）液晶１１０の液晶分子の長軸（１１０ａ参照)は、第１及び第２のガラス基板１１
１ａ及び１１１ｂの間にほぼ垂直に配置されている。また、液晶パネル１２０に電圧を印
加した状態では、垂直配向（ホメオトロピック配向）型液晶１１０の液晶分子の長軸（１
１０ｂ参照）は、矢印１１７の方向に一致するように、横に傾くように設定されている。
【０１１７】
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　次に、補助電源６０をＯＦＦした状態について説明する。
【０１１８】
　第３の実施例の液晶パネルに電圧が印加されていない場合、偏光板１５を通過して入射
した外光Ａは、そのまま液晶１１０を通過する。液晶１１０を通過した光の偏光方向は反
射型偏光板１６の透過軸（ｂ3）とは垂直であるので、液晶１１０を通過した光は反射型
偏光板１６の反射軸で反射される。したがって、この場合、第３の実施例の液晶パネルで
は明表示となる。この時、複屈折性を利用していないので、液晶層は第２のモードである
。
【０１１９】
　第３の実施例の液晶パネルに電圧が印加された場合、偏光板１５を通過して入射した外
光Ａは、液晶１１０を通過する時に、矢印１１７の方向に平行に傾いた液晶分子１１０ｂ
による複屈折性によって、その偏光方向が約９０度傾く。したがって、液晶１１０を通過
した光の偏光方向は、反射型偏光板１６の透過軸（ｂ3）とほぼ平行になり、反射型偏光
板１６を通過して、補助光源６０で反射される。したがって、この場合、第３の実施例の
液晶パネルでは、補助光源６０の色が視認され暗表示となる。この時、複屈折性を利用し
ているので、液晶層は第１のモードである。
【０１２０】
　次に、補助光源６０をＯＮした状態について説明する。
【０１２１】
　第３の実施例の液晶パネルに電圧が印加されていない場合、反射型偏光板１６を通過し
た補助光源６０の光Ｂは、そのまま液晶１１０を通過する。液晶１１０を通過した光の偏
光方向は偏光板１５の透過軸（ａ3）とは垂直であるので、液晶１１０を通過した光は偏
光板１６で吸収される。したがって、この場合、液晶パネル１２０では暗表示となる。こ
の時、複屈折性を利用していないので、液晶層は第２のモードである。
【０１２２】
　第３の実施例の液晶パネルに電圧が印加された場合、偏光板１５を通過して入射した補
助光源６０の光Ｂは、液晶１１０を通過する時に、矢印１１７の方向に平行に傾いた液晶
分子１１０ｂによって複屈折を受けて、その偏光方向が約９０度傾く。したがって、液晶
１１０を通過した光の偏光方向は、偏光板１５の透過軸（ａ3）とほぼ平行な成分を有す
るようになり、偏光板１５を通過する。したがって、この場合、第３の実施例の液晶パネ
ルでは明表示となる。この時、複屈折性を利用しているので、液晶層は第１のモードであ
る。
【０１２３】
　複屈折性を利用した表示の場合、液晶パネル１２０の基板間の微細なギャップの影響を
受けやすく、表示ムラが多く現れてしまう。即ち、液晶パネル２０全体で基板間（第１及
び第２のガラス基板１１１ａ及び１１１ｂ間）のギャップを完全に均一にすることはでき
ないので、液晶パネル１２０全体で複屈折は完全に均一には生じない。複屈折が均一に生
じないと、液晶パネル１２０全体で表示色が完全に均一にならず、表示ムラが発生してし
まう。例えば、補助光源６０をＯＦＦし且つ液晶パネル１２０へ電圧を印加しない場合、
液晶パネル１２０における明表示は、複屈折性を利用していないので、表示ムラが無い。
即ち、この場合、複屈折性を利用せずに、背景の白を表示することが可能となる。言い換
えれば、面積の大きい背景の白を表示する場合には、複屈折性を利用しないようにするこ
とが重要である。
【０１２４】
　したがって、第３の実施例に係る液晶パネルは、補助光源をＯＦＦした状態で、ムラの
無い良好な明表示を行うことができるので、補助光源６０を常時利用しない場合の多い反
射表示を重視するような表示に適している。例えば、補助光源６０をＯＦＦした状態で背
景の白を表示する時計の表示部等に利用するのに適している（図５参照）。なお、腕時計
等で補助光源６０を通常利用しないのは、電力の消費を避けるためである。
【０１２５】
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　また、補助光源をＯＮした状態で、ムラの無い明表示を行うには、偏光板の透過軸（ａ

3）と反射型偏光板の透過軸（ｂ3）を平行に配置すればよい。このように配置すれば、複
屈折性を利用しない第２のモードで明表示をすることができるので、面積の大きい背景の
白を表示する場合には良好な明（白）表示を行うことができる。このような配置は、常時
補助光源をＯＮして使用する透過表示を重視するような表示に適している。例えば、補助
光源６０をＯＮした状態で背景の白を表示する携帯電話の表示部に利用するのに適してい
る（図６参照）。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】

【図１１】
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